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図表2-13 被保険者数及び医療費の推移  

医療費 被保険者数 １人当たり医療費 

中間案 素案 変更理由 

【Ｐ８】 

第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し        

２ 医療費の動向と将来の見通し 

(３)将来の見通し 

ア 被保険者数 

「国民健康保険実態調査」(厚生労働省)に基づく各５歳階級別の被

保険者数の過去５年間の平均伸び率を平成 27 年度の被保険者数に乗

じて推計した結果、今後も被保険者数は減少傾向で推移することが見

込まれます。 

イ 医療費 

平成 27 年度の被保険者１人当たり医療費(前期高齢者とその他の被

保険者)を基準として、過去３年間の平均伸び率を乗じてそれぞれ算出

した１人当たり医療費に、被保険者数の見込みを乗じて推計しました。

被保険者の高齢化や医療の高度化による１人当たり医療費の増加によ

り、医療費は増加傾向で推移することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｐ７】 

第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し        

２ 医療費の動向と将来の見通し 

(３)将来の見通し 

 

 

 

○国が示した国保運営

方針ガイドラインを参

考にして推計した、被

保険者数と医療費の見

通しを追加。 

(医療費適正化計画は

平成 30年３月策定予定

であり、医療費推計は

運営方針策定後になる

見込み) 

※医療費適正化計画策定に伴い、医療費推計ツールを用いて医

療費推計を試算中。その推計値を盛り込む予定。 

資料４－１ 
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中間案 素案 変更理由 

【Ｐ13】 

６ 保険者努力支援制度の都道府県交付分の取扱い 

○ 平成 30 年度からは、医療費適正化や財政基盤強化の取組について、 

保険者としての努力を行っていると評価される都道府県にも交付金が 

交付されます。 

 

○ 都道府県交付分については、県が予め定めた評価指標により、市町

村の努力に応じて重点配分することを基本としますが、制度改革初年

度は交付金の普通交付金の財源として活用することとします。 

 

 

７ ＰＤＣＡサイクルの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｐ12】 

６ ＰＤＣＡサイクルの実施 

 

○保険者努力支援制度

の都道府県交付分の取

扱いについて、市町村

との協議を踏まえた内

容を追加。 

 

 

 

 

 

 

【Ｐ16～18】 

第３ 市町村における保険料(税)の標準的な算定方法          

３ 標準的な保険料(税)算定方法等 

(２)納付金算定の考え方 

イ 応能割と応益割 

○ 応能割と応益割の標準割合は、所得係数β：１を基本とします。所

得水準が全国平均（β＝１）である都道府県においては、応能割 50：

応益割 50 となりますが、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応

じて応能割と応益割の割合が増減します。 

  なお、応益割の均等割と平等割の配分については、均等割 70：平等

割 30 を基本とします。 

※Ｐ18，19 の比率も均等割 70：平等割 30 に変更 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｐ15～17】 

第３ 市町村における保険料(税)の標準的な算定方法           

３ 標準的な保険料(税)算定方法等 

(２)納付金算定の考え方 

イ 応能割と応益割 

○ 応能割と応益割の標準割合については、地方税法の定めにより下記

のとおりとします。 

 

 

 

※納付金の算定にあたっては、所得水準が全国平均である都道府県にお

いては応能割（所得水準）と応益割（人数）が 50：50 となりますが（β

＝１）、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて、応能割（所

得）で按分する比率を増減することとします。 

 

 

 

 

 

 

応能割 応益割 

所得割（50） 均等割（35） 平等割（15） 

 

○標準割合の表を削除

し文章表記にするとと

もに、均等割と平等割

の記載方法を変更。 
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中間案 素案 変更理由 

 

ウ 医療費指数反映係数αの設定 

○ 納付金ガイドラインでは、県内市町村間で医療費水準に差異がある

都道府県においては、年齢調整後の医療費指数を各市町村の納付金に

反映させることが原則（α＝１）となっています。必要に応じ、市町

村との協議においてαの値を設定することとします。 

 

エ 所得係数βの設定 

○ 所得係数βは所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるか

を調整する係数で、全国平均を１として比較した都道府県の所得水準

（岩手県β）に応じて設定します。必要に応じ、市町村との協議にお

いてβ’の設定をします。 

 

オ 一般納付金基礎額調整係数γ 

 

カ 納付金の対象となる範囲 

○ 納付金に含める保険給付の範囲については、納付金ガイドラインで

規定されている療養の給付、入院時食事療養費、入院時生活療養費、

保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、

高額療養費、高額介護合算療養費とし、出産育児一時金、葬祭費、保

健事業費等は含めません。 

 

キ 高額医療費の共同負担 

○ 高額医療費負担金等については、高額医療費、特別高額医療費が発

生した市町村の保険税負担の増加を抑制するために活用されるもので

あることから、医療費水準及び所得水準により各市町村の納付金基礎

額を算定した後に、当該市町村の過去の高額医療費の実績に応じてそ

れぞれ差し引き、共同負担は行わないこととします。 

 

ク 賦課限度額 

ウ 賦課限度額 

エ 医療費指数反映係数αの設定 

○ 納付金ガイドラインでは、県内市町村間で医療費水準に差異がある

都道府県においては、年齢調整後の医療費指数を各市町村の納付金に

反映させることが原則（α＝１）となっています。 

 

 

オ 所得係数βの設定 

○ 所得係数βは所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるか

を調整する係数で、全国平均を１として比較した都道府県の所得水準

（岩手県β）に応じて設定します。 

 

 

カ 一般納付金基礎額調整係数γ 

 

 

○医療費指数反映係数

α及び所得係数βの設

定について、必要に応

じて市町村と協議する

旨を明記。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○納付金の対象となる

範囲について、市町村

との協議を踏まえた内

容を追加。 

 

 

 

○高額医療費の共同負

担について、市町村と

の協議を踏まえた内容

を追加。 
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中間案 素案 変更理由 

ケ 激変緩和措置 

① 激変緩和措置の対象及び対象とする額 

1 人当たりの保険税額が、平成 28 年度と比較し、毎年度県が定める

一定割合以上増加した市町村を激変緩和措置の対象とします。また、

対象額については当該割合以上増加した額とします。 

なお、平成 28 年度の保険税額については、国民健康保険事業年報の

数値に基づき算出した保険税額とします。ただし、法定外繰入、前年

度繰上充用、財政調整基金取崩等により増加抑制を図っている場合は、

その影響を加算した額とします。 

 

② 激変緩和措置の財源 

激変緩和措置の財源は、「県繰入金」及び「特例基金」とします。 

※制度施行当初は、激変緩和分として交付される国調整交付金の暫

定措置分も財源となります。 

 

 

 

 

 

③ 激変緩和措置の期間 

  激変緩和措置の実施期間は、平成 30 年度から平成 35 年度までの６  

 年間を基本とし、３年ごとの運営方針の見直しの中で検討します。 

 

 

キ 激変緩和措置 

① 納付金の算定方法の設定による激変緩和 

県は、納付金の算定にあたって、医療費指数反映係数αや所得係数βの

値を設定しますが、その際、激変が生じにくいαやβ’の値を設定する

ことができます。（βを「都道府県平均の 1人あたり所得／全国平均の 1

人あたり所得」から変更した場合、β’と呼びます。）ただし、一時的な

措置であるため施行後はαについては県が定める値に、β’については

県の所得水準にそれぞれ近づけていくこととします。 

 

 

② 都道府県繰入金（２号分）による激変緩和 

納付金の算定方法の設定による激変緩和措置については、県で一つの

計算式を用いるため、個別の市町村についての激変緩和措置が行えない

ことになります。そのため、各市町村の「標準保険料率の算定に必要な

保険料総額」が予め県で定めた一定割合以上増加すると見込まれる場合、

都道府県繰入金（２号分）を個別に当該市町村に交付金として交付しま

す。当該市町村は、納付金の支払に充当できるので、保険税負担の激変

を緩和することができます。 

この場合の一定割合は、○○％とします。 

 

③ 特例基金の繰入による激変緩和 

都道府県繰入金については、医療給付費等の９％という限られた枠の

配分を行うものであるため、都道府県繰入金（２号分）の増大により、

都道府県繰入金（１号分）が減少した場合、他の激変緩和の対象となら

ない市町村の納付金額を激変緩和が無かった場合に比べて増加させるこ

とになります。 

そこで、予め激変緩和措置用として積み立てる特例基金を都道府県繰入

金（１号分）減少分に補填し、他の市町村の納付金額に影響がでないよ

うに調整を行います。この措置は、平成 30 年度から平成 35 年度までの

施行当初の期間とします。 

 

○激変緩和措置つい

て、市町村との協議を

踏まえた内容に修正。 
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中間案 素案 変更理由 

【Ｐ28】 

第５ 市町村における保険給付の適正な実施              

３ 県による保険給付の点検等(事後調整) 

(２) 監査等の結果により判明した不当・不正請求等の返還請求事務 

○ 県は東北厚生局岩手事務所と合同で、保険医療機関等を対象に、保

険診療(保険調剤)の質的向上と適正化を図ることを目的に指導・監査

を実施しています。保険医療機関等による不当・不正請求事案が発覚

した場合、県は、法第 65 条第４項に基づき、市町村の委託を受けて、

不当・不正請求等に係る費用返還事務を行うことが可能となります。 

 

 

【Ｐ27】 

第５ 市町村における保険給付の適正な実施               

３ 県による保険給付の点検等(事後調整) 

(２)不正請求に係る返還請求事務 

○ 県は、保険医療機関等による大規模な不正請求事案が発覚した場合、

法第 65 条第４項に基づき、市町村の委託を受けて、不正請求等に係る

費用返還事務を行うことが可能となります。 

 

 

 

 

 

○第１回県国保険運営

協議会での意見を踏ま

えて、不正請求の内容

について明記。 

 

 

 

 

【Ｐ29～30】 

５ 高額療養費の多数回該当の取扱い等 

(１)高額療養費の多数回該当の取扱い 

○ 多数回該当の通算は、転入世帯における世帯の継続性を考慮の上、

転入地市町村が行いますが、その判定基準については、以下のとおり

とします。 

 

① 一の世帯で完結する住所異動について 

単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、

世帯の分離や合併を伴わないため、世帯の継続性を認めます。一の世

帯で完結する異動とは、次のいずれかに該当するものとします。なお、

国保における世帯主を設定している場合には、世帯主は国保上の世帯

主とします。 

 

ア 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、当該世帯内の世帯主及び国

保被保険者の数が変わらない住所異動。 

 

イ 他の国保加入者を含む世帯と関わらず、資格の取得又は喪失による

当該世帯内の世帯主及び国保被保険者の数の増加又は減少を伴う場合

の住所異動。具体的には、出生、社会保険離脱及び生活保護廃止等に

よる資格取得又は死亡、社会保険加入及び生活保護開始等による資格

喪失を伴う住所異動が該当します。 

 

【Ｐ28】 

５ 高額療養費の多数回該当の取扱い等 

(１)高額療養費の多数回該当の取扱い 

○ 多数回該当の通算は、転入世帯における世帯の継続性を考慮の上、

転入地市町村が行いますが、その判定基準については、以下のとおり

とします。 

 

① 単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、家

計の同一性、世帯の連続性があるものとして、世帯の継続性を認める。

なお、「一の世帯で完結する住所異動」とは、次のいずれかに該当する

ものとする。 

 

 

 

ア 他の世帯と関わらず、当該世帯の構成員の数が変わらない場合の住

所異動 

 

イ 他の世帯と関わらず、資格取得・喪失による当該世帯内の国保加入

者数の増加又は減少を伴う場合の住所異動 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高額療養費の多数回

該当において、世帯の

継続性の判定基準につ

いて、国の資料に基づ

き具体例を追加。 
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中間案 素案 変更理由 

②  一の世帯で完結しない住所異動について 

世帯分離、世帯合併により一の世帯で完結しない住所異動(他の世帯

からの異動による世帯主及び国保被保険者の数の増加及び他の世帯へ

の異動による世帯主及び国保被保険者の数の減少をいう。)の場合に

は、次のとおりとします。 

 

ア 世帯主と住所の両方に変更がない世帯に対して、世帯の継続性を認

めます。例えば、婚姻により子が独立して他市町村へ住所異動した場

合の、元の住所地に残る世帯主の変更がない親世帯が該当します。 

 

イ 転入する世帯の世帯主が主宰する世帯に対して、世帯の継続性を認

めます。例えば、子ども世帯が実家世帯と合併すると同時に、当該子

どもが世帯主になって新たな世帯を形成する場合が該当します。 

 ※子ども世帯が実家世帯に編入され、その後、当該子どもが世帯主に   

 なる場合は、単なる世帯主変更であり、一の世帯で完結する異動基準 

により、実家世帯に世帯の継続性を認めます。 

 

 

② 世帯分離や世帯合併による一つの世帯で完結しない住所異動の場合、

継続性を認める世帯については、次のいずれかに該当するものとする。 

 

 

 

 

ア 世帯主と住所の両方に変更がない世帯に対して、世帯の継続性を認

める。 

 

 

イ 住所異動前の世帯主が主宰する世帯に対して、世帯の継続性を認め

る。 

 

 

 

 

 

 

○高額療養費の多数回

該当において、世帯の

継続性の判定基準につ

いて、国の資料に基づ

き具体例を追加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｐ35】 

第６ 医療費の適正化の取組                    

３ 医療費適正化に向けた目標とその取組 

○ 県が策定する第３期岩手県医療費適正化計画との連携を図り、平成 

35 年度までの目標を次のとおり設定します。 

 

○特定健診実施率 60％以上、特定保健指導実施率 60％以上をめざしま

す。 

 

 

【Ｐ33】 

第６ 医療費の適正化の取組                    

３ 医療費適正化に向けた目標とその取組 

○ 県が策定する第３期岩手県医療費適正化計画との連携を図り、平成 

35 年度までの目標を次のとおり設定します。 

 

○特定健診実施率 70％以上、特定保健指導実施率 45％以上をめざしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○県全体の目標に加

え、保険者ごとの目標

が設定されているた

め、市町村国保の目標

に変更。 

(第３期特定健診等実

施計画における目標) 
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中間案 素案 変更理由 

【Ｐ36～37】 

第７ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進        

２ 広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組 

(２)具体的な取組内容 

エ システムの共同利用 

・市町村事務処理標準システムの共同利用の検討 

 

○国保連合会で実施している共同事務の一覧表の追加 

 

 

【Ｐ34】 

第７ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進        

２ 広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組 

(２)具体的な取組内容 

 

 

○市町村からの要望等

を踏まえて、具体的な

取組内容として、市町

村事務処理標準システ

ムの共同利用の検討を

追加。 

 

○参考資料として、国

保連合会における市町

村の共同事業の実施状

況一覧表を追加。 

 

【Ｐ38】 

第８ 保健医療サービス、福祉サービス等に関する施策との連携         

２ 保健医療サービス、福祉サービス等との連携 

(１)市町村の取組 

○ 市町村は、国保部局として地域の住民が暮らしやすい体制を構築す

るため、次のような取組を進めていきます。 

 

・地域包括ケアの構築に向けた医療、介護、保健、福祉、住まいなど部

局横断的な議論の場への国保部局の参画(庁内での連携) 

・地域包括ケアに資する地域のネットワークへの国保部局の参画又は

個々の国保被保険者に対する保健活動・保健事業の実施状況について、

地域の医療、介護、保健、福祉サービス関係者との情報共有の仕組み(外

部組織との連携) 

・KDB、レセプトデータを活用した健康事業、介護予防、生活支援の対象

となる被保険者の抽出 

・国保被保険者を含む高齢者などの居場所、拠点、コミュニティ、生き

がい、自立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動の国保部局と

しての支援の実施 

・国保直診施設を拠点とした地域包括ケアの推進に向けた取組の実施 

・後期高齢者医療制度又は介護保険制度と連携した保健事業の実施 

【Ｐ35～36】 

第８ 保健医療サービス、福祉サービス等に関する施策との連携         

２ 保健医療サービス、福祉サービス等との連携 

(１)市町村の取組 

市町村は、国保部局として地域の住民が暮らしやすい体制を構築するため、次

のような取組を進めていきます。 

ア 課題を抱える被保険者の把握と働きかけ 

・KDB、レセプトデータを活用した健康事業、介護予防、生活支援の対象となる

被保険者の抽出 

・後期高齢者医療制度と連携した保健事業の実施 

イ 地域で被保険者を支える仕組みづくりへの参加・協力 

・地域包括ケアの構築に向けた医療・介護・保健・福祉・住まいなど部局横断的

な議論の場への国保部局の参画 

・個々の国保被保険者に対する保健活動・保健事業の実施状況について、地域の

医療、介護、保健、福祉サービス関係者との情報共有 

ウ 地域で被保険者を支えるまちづくりへの参加・協力 

・地域包括ケアに資する地域ネットワークへの国保部局の参画 

・国保被保険者を含む高齢者などの居場所、拠点、コミュニティ、生きがい、自

立、健康づくりにつながる住民主体の地域活動の国保部局としての支援 

エ 国保直診施設等の積極的活用 

・国保直診施設を拠点とした地域包括ケアの推進 

 

 

○保険者努力支援制度

の成果指標にあわせ

て、記載内容を変更。 
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中間案 素案 変更理由 

(２)県の取組 

○ 県は、健康、医療情報に係る情報基盤（ＫＤＢ）などを活用し、市

町村や国保連合会における保健事業の運営が健全に行われるように必

要な助言、支援を行います。 

 

○ 県内及び他の都道府県における保健医療サービスと福祉サービスの

連携の好事例の取組について、市町村に情報提供をしたり、市町村が

関係団体と連携を図る上での支援を行います。 

 

 

 

○ 県は広域的な保険者として、本運営方針と県が定める岩手県保健医

療計画(地域医療構想・医療費適正化計画含む)、岩手県健康増進計画

「健康いわて 21 プラン」及び岩手県高齢者福祉計画・介護保険事業支

援計画「いわていきいきプラン」等、他計画との連携を図り、地域包

括ケア構築に向けた取組を推進していきます。 

 

(２)県の取組 

県は、健康、医療情報に係る情報基盤（ＫＤＢ）を活用し、市町村や

国保連合会における保健事業の運営が健全に行われるように必要な助

言、支援を行います。 

 

○ 県内及び他の都道府県における保健医療サービスと福祉サービスの

連携の好事例の取組について、市町村に情報提供します。 

 

○ 市町村が関係団体と連携を図る上での支援を行います。 

 

 

○ 県の他計画との連携を図り、地域包括ケア構築に向けた取組を推進

していきます。 

 

【関連する計画】 

・いわて県民計画 

・保健医療計画（地域医療構想） 

・健康いわて 21 プラン（岩手県健康増進計画） 

・いわていきいきプラン 

（岩手県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画） 

・岩手県障がい者プラン（岩手県障がい者計画・障がい者福祉計画） 

・岩手県地域福祉支援計画 

・岩手県自殺対策アクションプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○記載方法を変更。 

 


